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 国家の裁判権免除に関しては、国家実行上、制限免除主義が広まりつつある。制限免除

主義は、外国国家による主権的行為に対しては国内裁判所の裁判権からの免除が認められ

るが、業務管理的行為に対しては免除が否定されるとする立場であると定式化され、その

もとで免除の可否を判断する際には、国家の行為が主権的か業務管理的かが問われてきた

（本稿ではこれを「主権的／業務管理的行為基準」とよぶ）。 

それに対し、学説は、主権的／業務管理的行為基準にもとづく判断が一貫しないとの問

題を繰り返し提起してきた。しかし、主権的行為と業務管理的行為とを区分する基準を確

定しようとする数々の試みは挫折し、当該基準の適用の難しさを批判して 1 世紀が経過し

ようとしている。 

他方で、1980 年代以降、雇用事例において、主権的／業務管理的行為基準以外の基準を

適用して免除の可否を判断していると思われる国家実行が登場してきた。具体的には、被

用者の職務内容が主権的か補助的かを基準として雇用者の免除の可否を判断する事例であ

る。さらに、主権的／業務管理的行為基準ではなく、審理の内容や請求の内容が国家の政

策判断に干渉するか否かを基準として判断する事例も登場してきた。 

そこで本稿では、主権的／業務管理的行為基準の射程は従来無批判に受け入れられてき

たような包括的なものではなく、すべての事例に当該基準が適用されるとの理解が国家免
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除事例の分析を困難にしていたのではないかとの問題意識のもとに、雇用事例における裁

判権免除がどのような基準によって判断されているのか検討することとした。 

 

第Ⅰ章で提示した以上の問題にこたえるために、第Ⅱ章では、国家の裁判権免除にかか

わるこれまでの学説を整理し、学説がいかなる枠組のもとに国家実行を分析してきたのか

明らかにした。 

学説は、19 世紀末から 20 世紀半ば過ぎまで、絶対免除主義かそれとも制限免除主義かと

いう軸で対立し、その軸に沿って国家実行を分析してきた。その後国家による制限免除主

義の採用が進むと、絶対免除主義か制限免除主義かという軸での国家実行の分析は継続す

るものの、論争それ自体は下火となった。 

そして、制限免除主義のもとで主権的行為と業務管理的行為との区分が困難であり、国

内裁判所における判断が一貫しないという状況が明らかになるにつれて、一方で国家免除

否定論が提唱され、他方で主権的行為と業務管理的行為とを区分する基準の精緻化が試み

られた。しかしながらいずれの試みも現実に即したものとは言えず、この論争もまた決定

的な基準を見出せないまま現在に至る。 

学説は、制限免除主義のもと、国家実行はあらゆる事例に対して主権的／業務管理的行

為基準を適用し免除の可否を判断しているとの理解を所与の前提に、いかなる場合に免除

が義務づけられ、またいかなる場合に免除の否定が許容されるのか解明することに専心し

てきた。しかしそのたびに、国家実行で援用されている当該基準の適用の帰結として国家

実行を分析すると、実はその基準が安定的な判断をもたらしていないという現実に突き当

たってきた。 

 

そこで、第Ⅲ章では、主権的／業務管理的行為基準が一貫しない国家実行を生み出して

いると評価されてきた原因を明らかにし、国家の裁判権免除の新たな分析枠組を提示する

ことを試みた。 

 その原因は以下の 2 点にある。まず第 1 に、「制限免除主義＝主権的／業務管理的行為基

準」と定式化され、国家実行がそれ以外の基準にもとづいて免除を判断している可能性が

排除されてきたことである。主権的／業務管理的行為基準は、国家免除の保護法益たる外

交関係の円滑化を確保するために、外交関係を毀損する恐れのある裁判権の行使を排除す

るための基準の 1 つにすぎない。国内裁判所が外国国家に対して管轄権を行使する場面は

様々である以上、免除の可否の判断基準もそれに応じて異なると考えられる。 

第 2 に、主権的／業務管理的行為基準に関しては、その適用対象が特定されていなかっ

たことに原因がある。学説上、主権的行為と業務管理的行為とを区分する基準は問題とさ

れてきたが、その適用対象が国家（機関）の行為であることは当然の前提として検討の対

象から外れてきた。しかし、国家実行上、基準の適用対象は必ずしも国家（機関）の行為

に限られてきたわけではない。 

2 
 



では、主権的／業務管理的行為基準に尽きるものではないとして、国家実行はいかなる

基準のもとに免除を判断してきたのであろうか。国家免除の保護法益は管轄権の行使の排

除による円滑な国家間関係の維持にあることから、国内裁判所による管轄権の行使が外国

国家およびそれによる国務の実施に与える影響の大きさが免除の可否を判断する際の究極

的な基準となってきたと考えられる。管轄権の行使による影響力の大きさを左右する主た

る要素として、管轄権の行使される態様（送達、本案審理、判断、執行など）と管轄権を

行使される事案の特性（商行為事例、不法行為事例、雇用関係事例、差押など）とを挙げ

ることができる。国家の裁判権免除にかかわる国家実行を分析する際には、管轄権の行使

態様と事案の特性とを踏まえて分析する必要があると思われる。 

 

 第Ⅳ章では、第Ⅲ章で示した枠組を用いて雇用に関する国家実行を分析する前提として、

国家免除の趣旨を踏まえて雇用にかかわる免除判断基準に関する仮説をたてた。 

 まず、雇用事例にかかわり、外国国家に対するその影響が問題となる国内裁判所の管轄

権の行使態様は、本案審理（証拠調手続・審議）と判断である。 

続いて、国家免除にかかわり問題となると思われる雇用事例の特性として、被用者が雇

用国の国家機関の一部を構成すること、および、請求内容が金銭支払のみならず復職や昇

給など雇用国に一定の作為を求めるものなど多様であるということを指摘しうる。 

国家機関の被用者の人事はそもそも国家の組織権にもとづく。国家の政策判断の当否の

検討やそれに対する介入は回避せられるべきであろう。さらに、直接的にはそのような干

渉を構成しなくとも、被用者の地位やその職務内容によっては本案審理のなかで国家機密

が明かされる恐れもある。 

以上より、雇用事例に関しては、①被用者の職務内容が主権的か否か、②審理が手続の

適否の審査にとどまるか、それとも雇用者による政策判断への審査を伴うか、③請求内容

が金銭支払い請求か、国家に政策判断にかかわる請求かという 3 基準を適用して免除の可

否が判断されているとの仮説をたてることができる。 

 

 第Ⅴ章では、第Ⅲ章で提示した分析枠組と第Ⅳ章でたてた仮説を手がかりに、国家実行

を整理、分析し、雇用に関する国家実行が現在いかなる基準のもとに免除の可否を判断し

ているのか明らかにした。 

 国家実行の検討から導かれる結論は以下の 3 点である。第 1 に、雇用に関する争訟にか

かわり国家免除が問題となる国家実行が蓄積するのは 1980 年代以降のことであり、主権的

／業務管理的行為基準が雇用事例をも前提として形成されたとは評価し難いということで

ある。 

 第 2 に、雇用関係事例においては、これまでの理解と異なり国家の行為以外に対して主

権的／業務管理的行為基準が適用されているということである。制限免除主義に移行した

直後の国家は、雇用事例に対してもその基準を厳格に適用し、国家による雇用契約の締結
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や解雇といった行為を一律に業務管理的行為と判断してきた。しかし、それでは広く免除

が否定され国家の業務を妨げる恐れがあるとして、実行の蓄積とともに、主権的／業務管

理的行為基準の適用対象を国家の業務内容、さらには被用者の職務内容へと移行していく

傾向を指摘できる。 

 第 3 に、雇用関係事例においては、国家の行為を検討の対象とする主権的／業務管理的

行為基準ではなく、審理や請求内容が外国国家の政策判断への干渉を伴うか否かといった

基準にもとづく判断が登場してきた。 

 第Ⅳ章でたてた免除判断基準に関する仮説は、国家実行の検討によりいずれもある程度

実証されたと評価できる。第Ⅲ章で提示した分析枠組は国家免除に関する国家実行を分析

する際に一定程度有用性があるといえよう。 

 

 第Ⅵ章では、2004 年に採択された国連国家免除条約が国家実行との関係でどのように評

価されるか検討した。 

国家実行の帰納的検討からは、条約 11 条 2 項(a)(b)は国家実行と一定程度の整合性が見

られるが、11 条 2 項(c)～(f)についてはいずれも実行の蓄積が浅く慣習国際法が法典化され

た条文であるとは評価しがたい。今後の国家実行を見守る必要がある。 

 

 第Ⅶ章では最後に、本稿で提示した新たな分析枠組を整理し、本稿での論証が主権的／

業務管理的行為基準の射程に対する問題提起にどこまでこたえるものであったのか検証し

た。 

国家実行の検討から、雇用事例においては、主権的／業務管理的行為基準以外の基準の

もとで免除の可否を判断する実行が蓄積されてきたことが明らかになった。 

この事実は、無批判に主権的／業務管理的行為基準と結びつけられてきた通説的制限免

除主義理解に再考を促す。これまでの通説はその基準の射程が包括的であることを盲信し

ていたように思われる。しかし、国家の行為が主権的か業務管理的かという基準により免

除の可否が判断されてきた範囲は思いのほか狭い可能性がある。 

本稿は真の国家免除判断基準を明らかにする試みの始まりにすぎない。 

 商行為、不法行為、船舶そして不動産といった様々な分野の国家実行を改めて検討し、

国家免除に関する国際法規則を明らかにしていくことが今後の課題となる。それは、国際

法上の国家免除制度が何を保護する制度であるのか解き明かす過程であり、国際法が何を

保護する制度であるのか明らかにする壮大なるプロジェクトのほんの一部であろう。 


